
  

 

 

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染拡大以降、

世界中の人々がリモートワークを始め、働く場所だけでなく、

行動を変えました。そして、リモートワークが成功したことによ

り、職場や従業員に対する私たちの考え方も永久に変わるこ

ととなりました。このような状況において、レジリエントなー危

機対応力の高いー職場をどのように構築していくかについて

解説します。  
 

 

生産性が最も高い職場とは？ 

現在、在宅勤務は多くの従業員にとって標準的な状況となっています。オフィス外

で働く柔軟性を求める従業員に対して無意識な偏見を抱いていたのも、長い通勤

時間も過去のこととなりましたが、これが永遠に続くわけではありません。世界中

が激変しているにもかかわらず、変わらない真実もあります。それは、生産性が

最も高い職場とは、人と場所との融合と、レジリエントなスタッフ、職場環境、組織

のビジネスモデルによって生まれるものであるということです。 

 

ウィズコロナ時代の職場とは？ 

読者の皆様も、従業員を安全に職場勤務に復帰させるにはどうしたらよいか、職

場復帰時期はいつにするか、実際のオフィスでの生活はどのようになるのかなど

様々なことを考え始めているのではないでしょうか？ 
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今後オフィスには現状のスペースは必要ないと考え、すべての従業員が週 1～3 日の在宅勤務を永久に続

けた場合のコストを計算しているクライアントもいます。 また、何か大事なものが欠けているように感じ、

COVID-19 により多くの従業員がリモートワークを強いられた今回の教訓を活かし、スペースを効率的に活

用する方法について検討しながら、チームが同じ場所に戻れる日を心待ちにしているクライアントもいます。 

しかし、リモートワークが増えれば必要なオフィススペースが減るという単純な方程式はもはや存在しませ

ん。パンデミックの結果として、職場で適切な社会的距離を保つことがこれからの新たな要件となる可能性

があります。そしてこれはオフィスのスペースや設計に大きく影響します。実際に、オフィスの高密度化とデ

スクの共有という戦略を見直しているクライアントもいます。 

また、今後は商業ビルに健康管理テクノロジーが標準で備え付けられる可能性があります。COVID-19 流

行下において健康上安全なビルには、徹底した清掃体制と十分な換気、日当たりがよいことが重要である

ことは間違いありませんが、今後はさらにこれまで私たちの大部分が抵抗を示していた多くのテクノロジーも

必要になるでしょう。 

例えば、時差出勤やシフト勤務など、多くの企業がこれまで実施したことのない制度の導入も考えられま

す。また、従業員がどこにいるか、誰と仕事をしているか、職場で手袋、マスクなどの個人防護具を支給され

ているかどうかを、組織がすぐに確認できるような追跡アプリの導入も考えられます。 

 

ウィズコロナ時代の職場に必要なものは？ 

これから数か月の間に従業員の職場復帰を開始する場合には、従業員数の多寡にかかわらず、すべての

組織がただどのように復帰するのかではなく、従業員のレジリエンスを構築するために全体的なバランスが

どのようになるかについて考える必要があります。 

この場合のレジリエンスには３つの要素があります。 

 

企業は、適切なインフラがあればリモートワークが可能であることに気づきましたが、それでも人々が集まる

場所は必要です。企業の目的や文化は何か、企業が目標とする姿はどういったものか、企業はこの危機を

乗り越えどう変化させたいのかといった観点で、様々なレジリエンスをしっかりと結びつける必要がありま

す。 

 

レジリエンスな職場を構築するには？ 

【従業員体制】 

従業員、雇用、スキル、今後の従業員の体制に与える影響への配慮 

【職場】 

安定した職場。オフィスで社会的距離を確保できる場合には、リモートワークと職場勤務を組み合

わせるとどのようになるか 

【ワークスマート】 

生産性。企業が復旧期間を乗り越え、将来にむけて新たな生産性の向上を図るため、どのように

組織を復旧させ、効率的で多様な働き方を採用し、自動化を進め、コスト削減を推進するか 
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この危機に対応できるレジリエントな職場を構築するために企業は具体的にどのようにしていけばよいので

しょうか？企業は、上記の３つの要素を細分化し、どのように全体的なバランスをとるか考えていく必要があ

ります。 

 

リモートワークが今後標準となることを多くの人が理解していますが、一方でリモートワークがまだうまく実施

できていないことも確かです。最適化されたリモートワークとはどのようなものか、どのような方法で疲労とス

トレスが蓄積した従業員を次の段階に移行させるのか、何がうまく機能して何が機能していないのかをテク

ノロジーを活用してどのように把握できるか、従業員の中で誰が苦戦して、誰が上手に働けているのかを理

解し、双方から学ぶことができるようにチームをサポートするにはどうしたらよいのか、それが今後の課題と

なるでしょう。 
 
 

本稿は EY がまとめた記事「How to build resilient workforces and workspaces」（英語）を翻訳し概要をまと

めたものです。日本語版と英語版の間に矛盾がある場合、英語版が優先されます。 

 

【従業員体制】 

 ・従業員が職場復帰するためにどのようなアプローチをとっていますか？ 

 ・生物学的、心理学的、社会環境的なリスクは何ですか？ 

 ・従業員に対して今後の方向性や従来と変わる点をどの程度明確に伝えていますか？ 

 ・生産性と収益性のバランスを取るにはどの程度の労働力が必要ですか？ 

 ・COVID-19 流行下で従業員が享受した恩恵と弊害は何でしたか？ そしてそれが適切でないので

あれば、以前の状況に戻らないようにどのように努めますか？ 

 ・新しい文化基準、働き方、そして従業員、顧客、関係者との対面だけでなくバーチャルでの会議や

商談を受け入れられますか？ 

【職場】 

 ・リモートワークは組織的に成功していますか？ 

 ・COVID-19 の影響でオフィススペースの要件に関する考え方はどのように変わりましたか？ 

 ・職場内の共有スペースをどのように管理する予定ですか？ 

 ・不動産ポートフォリオの戦略的レビューを開始しましたか？ 

【ワークスマート】 

 ・COVID-19 感染拡大期間中、従業員の活動へ与える影響を測定できましたか？ 

 ・不動産ポートフォリオについて、何らかの賃料軽減を受けたり、短期的な再編成を実施することが

できましたか？ 

 ・利用可能な生産性向上のツールの再検討は行いましたか？ 

 ・従業員からの問い合わせをサポートしたり、従業員の健康確認に役立つテクノロジー（チャットボッ

ト、早期警告システム）を導入しましたか？ 

 ・インテリジェントスペースを作るために、テナントと貸主双方のデータを使用できますか？ 

 

https://www.ey.com/en_au/covid-19/how-to-build-resilient-workforces-and-workspaces
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EY ジャパン･ビジネス･サービス･ディレクター 

篠崎純也 

Tel: (02)9248-5739 
Email: junya.shinozaki@au.ey.com 
 
オーストラリア勅許会計士。2002 年 EY シドニー事務所入所。日系企業や現地の

企業の豊富な監査･税務経験を経て、現在 NSW 州ジャパン･ビジネス･サービス代

表として日系企業へのサービスを全般的にサポート。さまざまなチームと連携しサー

ビスを提供すると共に、セミナーや広報活動なども幅広く行っている。 

 

 

 

 

  

※本稿は 2020 年 5 月に執筆されたものです。出版時の時点で適用される一般的な情報を提供する目的で作成されて

おり、法的助言を行うものではありません。本稿の内容に関連する事項については、正式な法的助言を別途受けた上で

判断される必要があります。 

EY ジャパン・ビジネス・サービス コンタクト 
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